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	船用品等検査申請書

一般財団法人　日本舶用品検定協会　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒　　　－　　　　
　　　　　　　　　　　　　　申請者の氏名又

　　　　　　　　　　　　　　は名称及び住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　下記の物件について検査を受けたいので申請します。

記



	品名、型式及び数量
	

	製造所の氏名又は名称及び住所又は主たる営業所の所在地
	〒　　　－　　　　

	製造年月
	

	製造番号
	第　　　　号　～　第　　　　号

	検査を受ける場所
	

	検査予定日時
	令和　　年　　　月　　　日　　　　　　時頃

	Ｔ．Ｎｏ
	

	証明書交付の要否
	要　・　否　（○印を付す。）

（要の場合の交付通数：和文　　通、英文　　通）

	備考
	


　　　　　　　申請担当部課名　　　　　　　　　　　　　担当者氏名　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　　　FAX番号　　　　　　　　　　
（以下の欄は本会記入）

	担当検査員氏名
	
	検査実施日
	令和　　年　　月　　日

	検査合格、不合格数
	合格　　　　　個　　　　　不合格　　　　　個

	検査手数料
	　　　　　　　　　　　円

	旅費相当額
	　　　　　　　　　　　円

	証明書手数料
	　　　　　　　　　　　円

	合　　計
	　　　　　　　　　　　円


船用品等検査申請書の記載要領

　

１．一般的事項

（１）数字は固有名詞を除き算用数字で、かな文字は外来語、固有名詞を除きひらがなで記入すること。

（２）誤記がある場合には、誤記の部分に二重線を引き、その上欄に訂正した数字又は文字を記入すること。
（３）該当欄に記載する事項がない場合は、棒線を引いて削除すること。

（４）記載事項が多く、該当欄に記入困難な場合は、これを別紙に記載し、該当欄に「別紙による」と記載すること。別紙を用いる場合には、申請書と分離しないようにすること。

（５）記入された内容が異なると混乱の原因となるので、各項目の記載内容に不備、誤記等がないことを十分に確認すること。

（６）製造年月が複数月となる場合は、製造月毎に申請すること。
（７）本検査申請書は、船舶用物件等の検査試験規程第５条第１項（
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検査）、第２項（依頼検査 eq \o\ac(○,HK)）及び第３項（鑑定）に係る検査申請に使用する。
２．各項目の記載要領

（１）申請年月日
　　　　検査の申請を行う日付を記入すること。

（２）申請者住所又は氏名
1）船用品の検査の申請者は、原則として当該物件の製造者とする。ただし、以下の場合にあっては、製造者以外の者でも検査の申請が出来る。

(a) 製造者が関係しなくても、規格による完全な検査を行うことができる場合。
(b) 成分規格により合否を判定する必要がなく、単に得られた成績を証明する場合。

2）法人の場合は、法人名、代表者の氏名及び住所を記載すること。
支社又は工場等の場合は、当該支社又は工場及び総括して管理できる者（例えば、品質管理者及び手数料等の出納管理者を総括して管理できる工場長等）としても差し支えない。
（３）品名、型式及び数量
1）品名：検査を受けようとする物件の名称を記入すること。ただし、次のとおりとすること。

(a)　物件の名称は、原則として、船舶用物件等の検査試験規程別表１ 1.検査手数料に掲げる物件の名称とする。

(b)　種々の規格による名称がある場合には、(a)の次の行にカッコ内に記載すること。

(c)　コンテナについては、タンクコンテナ、フラット型コンテナ、その他のコンテナの区別を記載すること。

(d)　鑑定については、検査を受けようとする鑑定の品名と検査の種類を記入すること。

(e)　初めての検査の申請で船用品として一般的でないもの又は名称が不明のものについては、検査の申請の前に検定検査部に照会すること。
2）型式：検査を受けようとする物件の型式名を記入すること。
3）数量：検査を受ける受検個数を記入すること。
          なお、鑑定においては、個数は記入しないこと。
（４）製造所の氏名又は名称及び住所又は主たる営業所の所在地
検査を受けようとする物件の製造所の氏名又は名称及び住所又は主たる営業所の所在地を記入すること。複数になる場合には、その全てを記入すること。

（５）製造年月
検査を受ける物件の製造年月を記入すること。複数月にまたがる場合には、各々を記入すること。
なお、鑑定においては、個数は記入しないこと。

（６）製造番号
検査を受けようとする物件の製造番号を記入すること。製造番号が連続していない場合には、各々が判るように記入すること。また、製造年月が複数となる場合には、それぞれに製造年月が判るように記入すること。
 なお、鑑定においては、個数は記入しないこと。

（７）検査を受ける場所
検査を受けようとする場所の名称及び所在地を記入すること。複数箇所になる場合には、その全てを記入すること。

（８）Ｔ．Ｎｏ
検査の申請時には空欄とし、検査の時点で、当会から標示すべき番号を通知する。
　Ｔ．Ｎｏとは、試験番号のことをいう。試験番号は、種別に関係なく、検査に合格した物件１個毎に毎年１月１日から１２月３１日までの一連番号を、検査に合格した製造番号毎に割り振って検査を行った物件に標示すること。当会と事前に協議して、次のいずれかに該当する場合には、試験番号を省略する。
1）製造者による製造番号が割り振られている場合
（９）申請担当部課名・担当者氏名・電話番号・FAX番号
臨検の際の打ち合わせや検定申請書の記載内容についての照会等を当会から行うため、検定に関して実務的に連絡できる者の氏名及び所属部署と連絡先を記入すること。

（１０） 証明書交付の要否

検査合格時に証明書の交付を希望する場合には、要に○印を付し、交付を希望する通数を必ず記入すること。複数枚の交付を希望する場合に、数量、製造番号等が判るように、製造番号欄、備考欄等に記載するか、別紙を用いて提示すること。

検査合格時に証明書の交付を希望しない場合には、否に○印を付すこと。

（１１）備考

1)  型式承認を取得した救命いかだであって海面着色剤を有しないものにあっては、「型
式承認番号第○○○○号と同等品、海面着色剤なし」と記載すること。

       2)　 鑑定の場合は、鑑定方法等を記載すること。
ＨＫ－５様式


（検査（危険物容器を除く））











_1042545137

